
声明文 

 

私たちは、いのちと暮らしを守る医療･介護･福祉の専門職として、オリンピック・パラリ

ンピックの中止を求めます。 

 

新型コロナウイルス感染症のパンデミックのこの時期に、オリンピック・パラリンピックを開

催するのは暴挙です。いまだ多くの国と地域で新型コロナウイルスが猛威を振るっていま

す。開催地の日本では、2020 年 1 月に新型コロナウイルス感染者が見つかってまもな

く第 1 波に見舞われ、緊急事態宣言が 2 回発令されたにも関わらず 2021 年 4 月に

は第 4 波が到来。3 回目の緊急事態宣言のあとも、現在東京では再度感染者増加

の兆しがみられ、オリンピック開会式の 7 月 23 日前後には第 5 波に見舞われることが

高い確率で予想されます。菅政権は繰り返し 「安心安全のオリンピックを開催する」 と世

界に向かって発信していますが、全く根拠がありません。 

5 月 16 日の共同通信の調査では回答者の 87.7%が、海外からの選手や関係者

の受け入れによって感染が拡大することに懸念を示し、回答者の 59.7%が 「中止す

るべきだ」 と回答しています。私たち医療・介護・福祉関係者は、現在国内の新型

コロナウイルス感染者への対応、高齢者や障害者の健康を守る活動、ワクチン接種に

全力を挙げておりますが、さらなるオリンピック参加者のコロナ対応に応じる事は不可能

です。この夏の日本でのオリンピック開催は、大切ないのちを犠牲にするリスクとなります。 

日本国内にいるすべての人々のみならず、他の国と地域のオリンピックに関わるすべての

人々のいのちと暮らしを守るために、日本政府にはオリンピックを中止する責任があるのです。

オリンピック・パラリンピックの中止を強く求めます。 
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